
電話

（第 1 章）

（第 5 節）

（第　 1

介護予防・知識普及事業事務事業名

６０日

２００人・９５％

１８０人・９０％

１，０００人・９０％

5,600円／人5,600円／人

直接事業費

【事業費の推移】

人 　件 　費
（概算）

区　　　　分

講座５、クラス会１７回

３２回

６０日

３回

指　　　　　標　　　　　値

３回 ３回

１６年度（決算）

３回
１８年度（目標）

（１）介護知識普及事業～①わかりやすい介護講座（年２回）施設見学、介護研修　②地域福祉シンポジウム
年１回
（２）高齢者サービス啓発事業～「高齢者サービスガイド」作成、配布（６５歳、転入者ほか）
（３）高齢者家庭訪問事業～保健師、社会福祉士による家庭訪問、来所・電話装弾、介護する家族のつどい
（４）高齢者等歯科訪問個別健診事業～受診が困難な高齢者等を対象に歯科医師、歯科衛生士による訪問
健診
（５）高齢者等相談事業～「心配ごと相談」月６回、福祉センター、北広島市社会福祉協議会に委託
（６）自立生活知識普及事業～男性のための生活講座（年５回）
（７）認知症予防推進事業

69

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③

　総　事　業　費 ①＋④

１７年度（予算） １８年度（予定）

80

２００人・９５％

１８０人・９０％

１，０００人・９０％

１２０人

（主要活動単
位当たりコスト）

６１日

１９９人・８５％

１０８人・７７％

３７１人・８０％

7,400円／人4,300円／人

６回

２４回

６１日

１７５人・９４％

６９人・アンケート未実施

１，０５５人・９０％

８４人 １２０人

指　　　標(算式）
１５年度 １６年度

講座５、クラス会１７回

３２回

１７年度（目標）

（１）参加人数・満足度

講座５、クラス会７回

１１５人

１８回

成果指標
（２）参加人数・満足度

（３）参加人数・満足度

（５）利用人数

（目的の達成
度を測るもの
さし）

指　　　標

活動指標

（事務事業の
活動量や実
績）

効率指標

（３）講演会・講座実施回数

（５）心配ごと相談開設回数

（２）生活自立講座・クラス会実施回数

参加者・利用者１人当り事業費

80

地方債

293 305342

１6
年
度

まで

その他特財

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

12

118

１５年度（決算）

　高齢者、介護者や介護する可能性がある方、関心のある方など市民一般

  介護を要する状態にならないよう、また、介護の負担を軽減することを目指し、介護や
生活の自立にかかわる知識や情報の提供や、意識啓発を行う。

（１）介護講座等実施回数

一般財源

①合　計

②人　数（年間）

　平成１7年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市別紙１

Ｓ６０

整理番号 １９－６ 作成部署 保健福祉部福祉課 内線８１１

課長職名

居宅福祉サービスの充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

（１）介護知識普及～①わかりやすい介護講座（年２回）施設見学、介護研修
　　　　　　　　　　　　　②地域福祉シンポジウム年１回
（２）生活自立講座～男性のための生活講座（年５回）クラス会（１回）
（３）認知症高齢者支援～認知症を理解するための講演会１回
（４）高齢者等口腔ケア～①訪問個別歯科健診、②口腔ケア講座、③専門機関情報誌作成
（５）心配ごと相談事業～生活にかかわる相談をうけ、専門機関へ連携し不安の軽減を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　年６０回、福祉センター、北広島市社会福祉協議会に委託

施策）

章 安全で安心できるまち

17
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

6,049

5,400

5,974

0.60

9,000

0.60

9,000

5,400

18

305

18

184 184

649 574 587 587

200189

9,587

1.00

9,000

9,000

9,587

1.00

9,000

9,000

小西洋一 作成日 平成１７年６月事務区分 部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 上村弘志

老人保健法、老人福祉法根拠法令等
　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

１　計　画　（プラン）

　高齢化が進む中、不安や悩みをかかえる介護者や生活体験や習慣から日常生活に支援が必要な高
齢者等の相談から、介護を要する状態にならないようまたは、介護の負担を軽減することを目指し知
識・情報の普及に取り組んできた。

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような状
態にしたいのか）

節
施策

高齢者福祉

３５回

（４）口腔指導実施人数 ２０人 １１人 ２２５人 ２２５人

（４）口腔指導実施回数（健診･指導・講座） １６回 ８回 ３５回

9,587÷1,725（総事業費÷(1)～(5)の参加人数） 6,049÷1,403 5,947÷804 9,587÷1,725



１９－６

□十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市
町村の動向等

　高齢化が進展していく中で、在宅で介護を要する状態にならないよう、自立した生活を継続してゆくことを目指す
介護予防に資する事業はより重要な役割を果すことになる。特に、男性は日常の生活経験や地域での交流が限
られている場合が多く、高齢期に至る前の年代への取り組みが重要である。また市民が安心して介護にあたれる
ことや地域で市民が相互に支えあえることが必要となる。どの市町村も同様に取り組んでいる。

項　　目

目的の妥当性

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

行政関与の妥当性 ■適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

■適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

効率性の評価

■概ね効率的

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【現在の手段は適切です
か。もっと効率的で有効
な手法はありませんか】

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

整理番号

４　総合判定と今後の方向性

判　　定
有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

【２次評価】

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

□十分成果が上がっている

■概ね成果が上がっている

今後の方向性や改善方法など

□かなり非効率

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□廃止・休止する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　判　　　　定

■見直しの上で継続する

■Ａ 　　　 □B    　　□C

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

■見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

　16年度の事務事業評価に基き、17年度から内容を５事業に整理・統合し
た。（16年度評価で見直しが必要とし、事業実施後17年度に見直したことか
ら、判定は見直しの上継続とした）高齢者の介護の課題は、家族状況や社
会背景から変化するが、今後とも市民のニーズに応じて実施方法を工夫し
ていく。特に増加している認知症について、相談支援と合わせて啓蒙、地
域の支えあい体制、早期発見治療の取り組みが必要である。また、在宅介
護支援センターや健康管理課および市民活動との連携なども図っていく。

受益者負担の妥当性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

手段の妥当性

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

【１次評価】

　参加者には、食材費の一部について
自己負担を求めている。

【事務事業担当部局内優先度】

今後の方向性等

　1次評価のとおり□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

■適切

■適切

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

□該当しない

　市民の活動や事業所の適正な活用など
も含め公共性がある。また、参加者の継続
支援、市民が継続して活動を続けるきっか
けとなる啓蒙・啓発活動であるため、市が
実施すべき事業である。

判定の説明や課題 改善の方法

判定の説明や課題 改善の方法

今後、ＮＰＯや市民の自主活動が主
体的に実施を広げられることを検討す
る。

　介護予防を図るうえで、要介護状態にな
る前の世代への積極的な働きかけは不可
欠である。介護に関する市民の関心は高
く、適切な情報や知識により、介護予防と
安心した介護につながることから、目的は
妥当である。

　事業の参加者は、介護やその予防、制
度等の理解を深められている。また、市民
の自主的な活動の動機付けにもなってい
る。より多くの市民の参加を広げる内容や
実施方法の工夫を続ける必要がある。

　参加者は例年増加傾向であり、また生活
講座をとおして自主活動へ発展し、介護予
防や自立した地域生活への関心の高さが
うかがえる。講演会等で得た対応の知識
や相談機関の活用につながっている。

　事業費の９０％以上は、必要最小限
の人件費であり、低コストで実施して
いると考える。


